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 近年、企業開示は有価証券報告書、統合報告書、サステナビリティ報告書、決算説明資料、

中期経営計画等へと多様化している。その中でも統合報告書は、財務情報と非財務情報を単

に一つの報告書に併載するものではなく、企業の価値創造プロセス、戦略、ガバナンス、業

績、将来見通しを一貫したストーリーとして説明する報告実務として発展してきた（Eccles 

et al., 2015; IIRC, 2013）。しかし、開示情報量が増加する一方で、戦略、ビジネスモデル、

リスク、非財務情報、財務情報および将来見通しが、一貫して関連付けられているか、すな

わち情報の結合性（コネクティビティ）がどの程度確保されているかについては、十分な実

証研究が蓄積されていない。 

 先行研究では、統合報告書のコネクティビティについて、６つ資本（財務資本、製造資本、

知的資本、人的資本、社会・関係資本、自然資本）の出現率・近接性・記述順序に基づく「資

本間のコネクティビティスコア」（Roslan et al., 2025）、資本間の相互依存、財務・非財務

や定量・定性など異なる性質の情報の接続、報告書内外の参照を統合した「情報のコネクテ

ィビティ指標」（Tirado-Valencia et al., 2024）などが提案されている。これらの研究は、統

合報告書が形式的には普及している一方で、資本間、財務・非財務情報間、過去・将来情報

間の接続は必ずしも十分ではなく、開示の網羅性と統合報告としての質は区別して評価す

る必要があることを指摘している。 

 本研究では、日本企業の統合報告書における情報のコネクティビティをテキストマイニ

ングの手法を用いて定量化し、その決定要因や企業価値との関連を分析する。具体的には、

東証プライムに属する企業における統合報告書について、コネクティビティ指標を算出し、

企業規模、事業・組織構造の複雑性との関連や企業価値指標との関連を分析する。 
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